
予 算 第 二 特 別 委 員 会 議 題

令和７年３月24日(月)

大 会 議 室

１ 市第 88 号議案 令和７年度横浜市一般会計予算（関係部分）

２ 市第1 0 7号議案 横浜市職員定数条例等の一部改正

３ 市第1 0 3号議案 令和７年度横浜市公共事業用地費会計予算

４ 市第 95 号議案 令和７年度横浜市母子父子寡婦福祉資金会計予算

５ 市第1 0 4号議案 令和７年度横浜市市債金会計予算

６ 市第1 0 5号議案 令和７年度横浜市下水道事業会計予算

７ 水第 ４ 号議案 令和７年度横浜市水道事業会計予算

８ 水第 ５ 号議案 令和７年度横浜市工業用水道事業会計予算

９ 交第 ３ 号議案 令和７年度横浜市自動車事業会計予算

10 交第 ４ 号議案 令和７年度横浜市高速鉄道事業会計予算

11 市第1 0 8号議案 横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部改正

12 市第1 0 9号議案 横浜市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例及び横浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の

一部改正

13 市第1 1 0号議案 横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例及び横浜市一般職

職員の休暇に関する条例の一部改正

14 市第1 1 4号議案 包括外部監査契約の締結



附帯意見（案） 

 

令和７年度予算案は、令和６年９月に実施した「横浜市中期計画 2022-2025」の中間振り返りを踏

まえつつ、防災・減災対策の推進、おやこ More Smile Package＋、誰もが暮らしやすいまちづくり、

にぎわい・経済活性化の取組、グリーン社会の実現に向けた取組、データドリブンプロジェクトとい

う６つの柱を予算案の特徴に掲げ、計画最終年度の総仕上げに向けた予算案とされている。 

この予算案においては、これまでの議論を踏まえ、能登半島地震を契機とした新たな地震防災戦略

の取組着手をはじめ、自治会町内会等と取り組む防犯対策の強化、交通空白地解消を目指した地域の

総合的な移動サービスの展開開始、グリーン社会の実現と経済の好循環を目指したサーキュラーエコ

ノミーの推進など、市民生活のさらなる向上や安全・安心の確保、横浜の持続的発展に向けた対応も

新たに盛り込まれており、また、これらの施策を推進する上で、財政面においては「財政ビジョン」

に基づき、計画的な市債活用や借入金残高の縮減、減債基金の臨時的取崩しからの脱却に向けた対応

遵守など、中長期的な財政の持続性も考慮した予算案となっている。 

今後、予算案に計上された全ての事業やサービスが、市民や事業者に早期に届けられるよう効率的・

効果的に予算執行することが不可欠であるが、高止まりする物価や国内外の社会経済情勢の不確実性

など、取り巻く環境は例年にも増して厳しい状況にある。 

そこで、日々の市民生活を守り経済活動を支えることを重視する観点と、将来にわたって本市が持

続的に成長・発展することを目指す観点の両面から、次の事項について特段の対応を図られたい。 

 

 

１ 物価高騰に直面する市民の生活や事業者の経済活動を支えるため、国に対し、臨時交付金の追加

配分の実施などさらなる物価高騰対策の実現を要望していくとともに、本市としても、令和７年

度予算の効率的・効果的な執行に努めつつ、国の対応を受けた年度途中の財源確保等により、経

済情勢に応じ、柔軟に物価高騰対策に取り組むこと。また、「GREEN×EXPO 2027」では、資材費上

昇等により会場建設費の増加が見込まれることになったが、開催市として的確な対応を図るとと

もに、開催期間中の来場者の安全かつ確実な輸送対策の導入も含め、博覧会の成功に向け一層の

取組を推進すること。 

 

２ 埼玉県で発生した道路陥没事故も踏まえ、市民の安全・安心の確保に引き続き万全を期す観点か

ら、上下水道や道路・橋梁等の公共インフラについて、国費等の特定財源を積極的に確保しつつ、

中長期的な財政の健全性に努めながら市債を効果的に活用する等の対応により必要な予算を十

分確保し、日頃の点検や計画的な修繕・保全対策を適切かつ確実に実行すること。 

 

３ 令和 7年度より交通空白地解消を目指した地域の総合的な移動サービスの展開を開始するが、そ

の実現には、行政からのプッシュ型により丁寧に進めていくとともに、地域ごとにきめ細かく対

応していくこと。また、本市が住み続けたいまちであり続けるために、公共交通手段の維持・確

保は重要課題である。とりわけ既存バス路線の維持・確保は極めて重要な課題であるが、バス事

業者は物価高騰や人材確保等の経営課題に直面している。そうした中で、今後の敬老特別乗車証

制度の在り方については、本市・交通事業者・利用者の３者の公平かつ適正な負担による制度の

持続性確保及び利用者の安全性を重視し、検討を進めること。 

 


